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福祉資金貸付事業

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型
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この制度は、歴史的社会的理由により生活安定向上が阻害さ
れている地域の住民に対し、自立促進及び生活の助長を図る
ための貸付制度である。現状として、債務者の死亡（身寄りな
し）及び行方不明者が多い中、また地域住民の不安定な就労
状況におかれている中で、福祉資金貸付金償還者に対し臨戸
訪問及び文書送付により償還相談を行い生活実態の把握を
行った。滞納者ケースについては。保証人への請求を行うとと
もに、名義人へは督促業務を続け納入相談を行った。

世界同時不況の影響もあり、返済意思はあっても能力の
無い債務者が増加した。
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伊賀市へ貸付金が償還される結果
①伊賀市の県への継続的な資金償還のための負担が軽減され
る。
②償還完了者の不公平感が解消できる。
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歴史的社会的理由により生活安定向上が阻害されている地域住民に対し、経済的自立と生活意欲の助長を図るための
貸付制度であったが、償還完了件数が全体の約8割であり、不公平感解消の意味からも償還推進を図る必要性がある。

保証人への連絡を行ったことで、滞納整理のための実態把握につながった。

償還率向上が目的であるが、生活困窮による「支払えない人」もいる。こうしたことから、分納による支払い者も増えてき
ている。

保証人から名義人への催促、あるいは保証人からの支払いもあり、償還率の向上につながった。
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C 変更 回収できる見込みのあるもの無いものを整理しつつ、相談事業等の効率化を図る。
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